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平成１８年１０月期 個別財務諸表の概要 

平成 18 年 12 月 15 日 
 
会 社 名  エイケン工業株式会社                  上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ 
コード番号  ７２６５                              本社所在都道府県 静岡県 

（ＵＲＬ http：//www.eiken-kk.co.jp） 

代 表 者  役 職 名  代表取締役 

        氏 名  河野 三征 

問い合わせ先  責任者役職名  取締役経営企画管理室長 
        氏 名  池田 文明             ＴＥＬ（０５３７）８６－３１０５ 
決算取締役会開催日  平成 18 年 12 月 15 日           配当支払開始予定日 平成 19 年 1 月 31 日 
定時株主総会開催日    平成 19 年 1 月 30 日        単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 
 

１．１８年１０月期の業績（平成１７年１１月１日～平成１８年１０月３１日） 

（１）経営成績                                                             （百万円未満切捨） 

 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

１８年１０月期 ４,２８２ (  6.9) ２９８ (△ 1.7) ３１２ (△ 1.4) 

１７年１０月期 ４,００６ (△ 8.4) ３０３ (△32.1) ３１６ (△30.6) 

 
 

当 期 純 利 益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 百万円       ％ 円   銭 円   銭 ％ ％ ％

１８年１０月期 １７６ (△ 3.4) 25 88 － －  4.7  6.1   7.3 

１７年１０月期 １８２ (△25.0) 24 37 － －  5.0  6.2   7.9 

（注）１．期中平均株式数  １８年１０月期  6,824,664 株     １７年１０月期  6,889,654 株 

      ２．会計処理の方法の変更      無 

     ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

（２）財政状態 

 総   資   産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円      銭

１８年１０月期 ５,１５１ ３,７４８ 72.8 551 32 

１７年１０月期 ５,０２７ ３,７２７ 74.1 539 87 

（注）期末発行済株式数   １８年１０月期  6,798,520 株  １７年１０月期      6,877,548 株 

     期末自己株式数  １８年１０月期  401,480 株  １７年１０月期     322,452 株 
 

２．１９年１０月期の業績予想（平成１８年１１月１日～平成１９年１０月３１日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

中   間   期 ２,１８４ １５９  ９０ 

通       期 ４,４７０ ３５７ ２０３ 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）２９円９８銭 
 
３．配当状況 

１株当たり年間配当金  

中   間 期   末 年   間 

配当金総額

（年   間）
配当性向 

純 資 産 

配 当 率 

 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％

１７年１０月期 － － 15 00 15 00 １０３ 61.6 2.8 

１８年１０月期 － － 15 00 15 00 １０１ 58.0 2.7 

１９年１０月期(予想) － － 15 00 15 00 

 

（ 注 ） 上記予想の前提条件及びその他の関連する事項については、連結添付資料６項「通期の業績見通 

    し」をご参照下さい。 

 



 -34- 

 

１．個別財務諸表等 

（１）貸借対照表 
                                                （単位：千円単位未満切捨） 

第  37 期 
(平成 17 年 10 月 31 日現在) 

第  38  期 
(平成 18 年 10 月 31 日現在) 

前期比増減期   別 
 科   目 

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

(資 産 の 部)  ％  ％ 

Ⅰ 流  動  資  産    

1.現 金 及 び 預 金  1,486,086  1,527,157      41,070

2.受 取 手 形※1,4  537,785  548,196      10,411

3.売 掛 金※1  537,958 560,759     22,800

4.有償支給未収入金  3,827 5,237      1,409

  5.商 品  62,945 65,384      2,439

  6.製 品  161,087 183,675     22,587

  7.半 製 品  140,636 167,732     27,095

  8.原 材 料  117,947 141,496     23,549

  9.仕 掛 品  13,904 21,085      7,181

 10.貯 蔵 品  34,093 32,162  △ 1,930

 11.前 払 費 用  14,311 13,497  △   813

 12.繰 延 税 金 資 産  14,470 17,352    2,881

 13.そ の 他  12,889 11,909  △   979

 14.貸 倒 引 当 金  △ 1,090 △ 1,123  △    33

流 動 資 産 合 計  3,136,852 62.4 3,294,524 64.0  157,672

Ⅱ 固 定 資 産    

(1)有 形 固 定 資 産    

1.建 物 1,004,634 1,013,218   

  減価償却累計額 543,909 460,725 569,795 443,423  △ 17,301

2.構 築 物 74,287 75,529   

  減価償却累計額 45,692 28,595 48,109 27,419  △ 1,175

  3.機 械 装 置 1,551,284 1,582,395   

  減価償却累計額 1,176,135 375,148 1,229,641 352,754  △ 22,394

  4.車 輌 運 搬 具 32,566 31,465   

  減価償却累計額 25,457 7,109 26,385 5,079  △ 2,029

  5.工 具 器 具 備 品 861,571 888,350   

  減価償却累計額 772,693 88,878 795,813 92,537    3,658

  6.土 地  219,503 221,153   1,650

  7.建 設 仮 勘 定  29,047 44,708  15,661

有形固定資産合計  1,209,006 24.0 1,187,076 23.0 △ 21,930

(2)無 形 固 定 資 産    

  1.ソ フ ト ウ ェ ア  4,543 3,082  △ 1,461

  2.電 話 加 入 権  1,177 1,177  ―

無形固定資産合計  5,721 0.1 4,259 0.1 △ 1,461

(3)投資その他の資産    

  1.投 資 有 価 証 券  326,741 311,301  △ 15,439

  2.関 係 会 社 株 式  44,538 44,538       ―

 3.出 資 金   260 260       ―

  4.長 期 貸 付 金    600 ―  △    600

  5.破産債権・更生債権    

    その他これらに準ずる債権  
4,582 ― 

 
△ 4,582

  6.長 期 前 払 費 用  27,040 16,919  △ 10,121

7.繰 延 税 金 資 産  100,392  96,991  △  3,400

  8.会 員 権  1,250 1,250       ―

  9.保 険 積 立 金  162,750 181,793    19,042

 10.長 期 性 預 金  10,000 10,000  ―

 11.そ の 他  3,085 3,092       7

 12.貸 倒 引 当 金   △ 5,133  △   500     4,633

投資その他の資産合計  676,108 13.5 665,647 12.9 △ 10,460

   固 定 資 産 合 計  1,890,837 37.6 1,856,984 36.0 △ 33,853

   資 産 合 計  5,027,690 100.0 5,151,509 100.0  123,818
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（単位：千円単位未満切捨） 

第  37  期 

(平成 17 年 10 月 31 日現在) 

第  38  期 

(平成 18 年 10 月 31 日現在) 
前期比増減

 

期   別 

 科   目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

(負 債 の 部)  ％  ％ 

Ⅰ 流  動  負  債    

1.支 払 手 形   95,241  116,938     21,697

2.買 掛 金  167,206  193,292      26,085

3.短 期 借 入 金  50,000 50,000  ―

4.1年内返済予定の長期借入金  300,000 150,000   △150,000

5.未 払 金  41,699 49,082      7,383

  6.未 払 法 人 税 等  52,000 83,400     31,400

  7.未 払 消 費 税 等     898 14,488     13,590

  8.未 払 費 用  28,211 29,006        794

  9.前 受 金  14,454 12,441   △ 2,013

 10.預 り 金  12,075 11,252   △   823

 11.賞 与 引 当 金  21,856 22,110        254

 12.役員賞与引当金  ― 11,500  11,500

 13.設 備 支 払 手 形  41,391 32,281   △ 9,110

 14.そ の 他  2,141 10,662     8,520

流 動 負 債 合 計  827,176 16.5 786,456 15.2  △ 40,720

Ⅱ 固 定 負 債    

  1.長 期 借 入 金  150,000 300,000    150,000

  2.退職給付引当金  92,664 86,198   △  6,465

  3.役員退職慰労引当金  227,961 228,687        726

  4.預 り 保 証 金  2,000 2,000  ―

固 定 負 債 合 計  472,626  9.4 616,886 12.0   144,260

  負 債 合 計  1,299,802 25.9 1,403,342 27.2   103,540

(資 本 の 部)    

Ⅰ 資 本 金※2  601,800 12.0 ― ―  △601,800

Ⅱ 資 本 剰 余 金    

  資 本 準 備 金  389,764 ―   △389,764

資本剰余金合計  389,764 7.7 ― ―  △389,764

Ⅲ 利 益 剰 余 金※5    

 1.利 益 準 備 金  150,450 ―   △150,450

 2.任 意 積 立 金     

 (1)特別償却準備金 1,240 ―    △ 1,240

 (2)別途積立金  2,400,000 2,401,240 ― ―  △2,400,000

3.当期未処分利益  313,027 ―   △313,027

利益剰余金合計  2,864,717 57.0 ― ― △2,864,717

Ⅳ その他有価証券評価差額金  40,726 0.8 ― ―  △ 40,726

Ⅴ 自 己 株 式※3  △ 169,121 △ 3.4 ― ― 169,121

資  本  合  計  3,727,887 74.1 ― ― △3,727,887

負債及び資本合計  5,027,690 100.0 ― ― △5,027,690
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（単位：千円単位未満切捨） 

第  37  期 

(平成 17 年 10 月 31 日現在) 

第  38  期 

(平成 18 年 10 月 31 日現在) 
前期比増減

 

期   別 

 科   目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

(純 資 産 の 部)    

Ⅰ 株 主 資 本    

1.資  本  金   ― ― 601,800 11.7 601,800

2.資 本 剰 余 金     

    資 本 準 備 金  ― 389,764  389,764

 資本剰余金合計  ― ― 389,764 7.6 389,764

3.利 益 剰 余 金     

 (1)利 益 準 備 金  ― ― 150,450 2.9 150,450

 (2)そ の 他利 益剰 余金    

     特別償却準備金 ― 364   364

     別 途 積 立 金 ― 2,500,000   2,500,000

     繰 越 利 益 剰 余 金 ― ― ― 272,506 2,772,870 53.8 272,506

 利益剰余金合計  ― ― 2,923,320 56.7 2,923,320

4.自 己 株 式  ― ― △ 215,120 △ 4.2 △ 215,120

株 主 資 本 合 計  ― ― 3,699,764 71.8 3,699,764

Ⅱ 評価・換算差額等    

  その他有価証券差額金  ― 48,401  48,401

評価・換算差額等合計  ― ― 48,401 1.0 48,401

純 資 産 合 計  ― ― 3,748,166 72.8 3,748,166

負債純資産合計  ― ― 5,151,509 100.0 5,151,509
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（２）損益計算書 

（単位：千円単位未満切捨） 

第  37  期 

自 平成 16 年 11 月 1 日 

至 平成 17 年 10 月 31 日 

第  38  期 

自 平成 17 年 11 月 1 日 

至 平成 18 年 10 月 31 日 

前期比増減期   別 

 科   目 

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 

  ％  ％ 

Ⅰ 売上高    

(1) 製 品 売 上 高    

1.製 品 売 上 高 3,034,729 3,239,832   

2.半 製 品 売 上 高 329,950 313,024   

3.そ の 他 118,513 132,587   

計 3,483,193 3,685,443   

(2) 商 品 売 上 高 523,493 4,006,687 100.0 597,024 4,282,467 100.0   275,780

    

Ⅱ 売上原価    

(1) 製 品 売 上 原 価    

  1.製品期首たな卸高 170,703 161,087   

  2.当期製品製造原価※2 2,594,250 2,831,145   

計 2,764,953 2,992,232   

  3.製品期末たな卸高 161,087 2,603,866 65.0 183,675 2,808,557 65.6   204,691

(2) 商 品 売 上 原 価    

  1.商品期首たな卸高 73,770 62,945   

  2.当期商品仕入高 355,333 414,441   

  3.他 勘 定 受 入 高※1  96,850 110,366   

計 525,954 587,753   

  4.商品期末たな卸高 62,945 463,009 11.5 65,384 522,368 12.2    59,358

    売 上 原 価 合 計  3,066,876 76.5 3,330,926 77.8   264,050

    売 上 総 利 益    939,811 23.5   951,541 22.2    11,730

Ⅲ 販売費及び一般管理費※2    

  1.販 売 促 進 費 18,231 24,604   

  2.運 搬 費 103,383 107,186   

3.役 員 報 酬 58,564 57,649   

 4.給 料 161,198 153,530   

5.賞 与 46,183 48,758   

6.退 職 給 付 費 用 6,618 4,830   

7.役員退職慰労引当金繰入額 12,039  5,863   

 8.賞与引当金繰入額 6,886 6,558   

  9.役員賞与引当金繰入額 ― 11,500   

 10.福 利 厚 生 費 36,787 40,931   

 11.通 信 交 通 費 20,460 18,821   

 12.減 価 償 却 費 25,796 22,908   

 13.賃 借 料 15,601 11,414   

 14.保 険 料 12,850 12,086   

 15.貸倒引当金繰入額  5,203    32   

 16.そ の 他 106,221 636,026 15.9 126,335 653,011 15.2    16,985

    営 業 利 益  303,784  7.6 298,530  7.0  △  5,254
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（単位：千円単位未満切捨） 

第  37  期 

自 平成 16 年 11 月 1 日 

至 平成 17 年 10 月 31 日 

第  38  期 

自 平成 17 年 11 月 1 日 

至 平成 18 年 10 月 31 日 

前期比増減期   別 

 科   目 

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 

  ％  ％ 

Ⅳ 営業外収益    

  1.受 取 利 息 2,014  2,893   

2.有 価 証 券 利 息 761 3,447   

3.受 取 配 当 金 3,747 3,909   

  4.賃 貸 料 収 入 9,441 9,563   

  5.為 替 差 益 2,119 ―   

  6.そ の 他 2,694 20,778 0.5 3,808 23,622 0.5    2,843

Ⅴ 営業外費用    

  1.支 払 利 息 3,938 3,183   

  2.売 上 割 引 2,373 5,167   

  3.投資有価証券評価損 1,371 1,545   

  4.そ の 他 584 8,267 0.2 250 10,145 0.2     1,878

  経 常 利 益  316,296  7.9 312,007  7.3  △  4,288

Ⅵ 特別利益    

  1.固定資産売却益※3 ― 13   

  2.投資有価証券売却益 1,049 9,127   

  3.貸倒引当金戻入益 ― 50   

  4.解 約 保 険 差 益   535   6,018   

  5.保 険 金 収 入  1,980 3,565 0.1 652 15,862 0.4 12,297

Ⅶ 特別損失    

 1.固定資産除却損※4  1,811 3,446   

 2.固定資産売却損※5 421  2,233 0.1 ― 3,446 0.1  1,213

  税引前当期純利益  317,627 7.9 324,423 7.6     6,795

  法人税､住民税及び事業税 130,976 152,290   

  法人税等調整額 3,842 134,818 3.3  △  4,533 147,756 3.5    12,938

    当 期 純 利 益  182,809 4.6 176,666 4.1  △  6,143

    前 期 繰 越 利 益  130,218 ―  △130,218

  当期未処分利益  313,027 ―  △313,027
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（３）利益処分案 

（単位：千円単位未満切捨） 

第  37  期   期   別  

 科   目 金    額   

   

Ⅰ 当期未処分利益 313,027     

   

Ⅱ 任意積立金取崩額   

    特別償却準備金取崩額 437 437   

      合          計 313,465     

   

Ⅲ 利益処分額   

(1)配当金  103,163   

(2)役員賞与金 14,900   

  （うち監査役賞与金） （―）   

(3)任意積立金   

別途積立金 100,000 218,063    

Ⅳ 次期繰越利益 95,402     
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（４）株主資本等変動計算書 
    38 期（自 平成 17 年 11 月１日  至 平成 18 年 10 月 31 日） 

（単位：千円単位未満切捨） 

 株主資本 

 利益剰余金 

 

資  本 

剰余金 その他利益剰余金 

 

資本金 
資  本 

準備金 

利  益 

準備金 
特別償却

準 備 金

別  途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余

金合計 

平成 17 年 10 月 31 日残高 601,800 389,764 150,450 1,240 2,400,000 313,027 2,864,717

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △103,163 △103,163

役員賞与の支給   △ 14,900 △ 14,900

当期純利益   176,666 176,666

自己株式の取得    ―

特別償却準備金の取崩 

(当期分) 
 △  437  437 ―

特別償却準備金の取崩 

(前期分) 
 △  437  437 ―

別途積立金の積立  100,000 △100,000 ―

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 
   ―

事業年度中の変動額合計 ― ― ― △  875 100,000 △ 40,521   58,602

平成 18 年 10 月 31 日残高 601,800 389,764 150,450 364 2,500,000 272,506 2,923,320

 
 

（単位：千円単位未満切捨） 

 株主資本 評価・換算差額等 

 自己株式 株主資本合計 
その他有価証券 

評 価 差 額 金 

純資産合計 

平成 17 年 10 月 31 日残高 △169,121 3,687,160 40,726 3,727,887

事業年度中の変動額  

剰余金の配当 △103,163  △103,163

役員賞与の支給 △ 14,900  △ 14,900

当期純利益 176,666  176,666

自己株式の取得 △ 45,999 △ 45,999  △ 45,999

特別償却準備金の取崩 

(当期分) 
 ―

特別償却準備金の取崩 

(前期分) 
 ―

別途積立金の積立  ―

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 
7,674 7,674

事業年度中の変動額合計 △ 45,999 12,603 7,674 20,278

平成 18 年 10 月 31 日残高 △215,120 3,699,764 48,401 3,748,166
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重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

     なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することが出来ない複合金融商品は、複合金融

商品全体を時価評価し、評価差額を当期の損益に計上しております。 

時価のないもの 

      移動平均法による原価法 
 

２．デリバティブ取引により生じる債権及び債務の評価基準及び評価方法 

時価法 
 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）商品・製品・半製品・仕掛品・原材料・貯蔵品（梱包材料） 

総平均法による原価法 

ただし､金型製品・金型仕掛品は個別法による原価法 

（２）貯蔵品（梱包材料以外） 

最終仕入原価法 
 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法 

    ただし､平成 10 年４月１日以降に取得の建物（建物付属設備を除く）は定額法 

    なお､主な耐用年数は次の通りであります。 

    建 物        ７～３８年 

    構 築 物        ７～４０年 

    機 械 装 置          １２年 

    車 輌 運 搬 具               ４～ ６ 年 

    工 具 器 具 備 品               ２～１５年 

（２）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）については､社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

（３）長期前払費用 

定額法 
 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（３）役員賞与引当金 

    役員に支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び中小企業退職金共済の支給見

込額に基づき計上しております。 

（５）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

なお、平成 18 年４月 30 日をもって役員退職慰労金制度を廃止しており、同日以降対応分につい

ては、引当金計上を行っておりません。 
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６．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．消費税等の会計処理 

   税抜方式を採用しております。 
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会計方針の変更 

第 37 期 
  自  平成 16 年 11 月 1 日 
  至  平成 17 年 10 月 31 日 

第 38 期 
  自  平成 17 年 11 月 1 日 
  至  平成 18 年 10 月 31 日 

    （固定資産の減損に係る会計基準） 

      当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15 年

10 月 31 日）を適用しております。 

      これによる損益に与える影響はありません。 

    （役員賞与に関する会計基準） 

       当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用しております。 

        これにより、販売費及び一般管理費が 11,500

千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益がそれぞれ 11,500 千円減少しております。

    

    

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準） 

    当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17 年 12 月９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12

月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

         なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は 3,748,166 千円であります。 

    （自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基

準等の一部改正） 

     当事業年度から改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 最終改正 平成17年12月27日 企業会計

基準第１号）及び「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 最終改正 平成17年12月27日 企業会

計基準適用指針第２号）を適用しております。 

      これによる損益に与える影響はありません。 

 

表示方法の変更 

第 37 期 
  自  平成 16 年 11 月 1 日 
  至  平成 17 年 10 月 31 日 

第 38 期 
  自  平成 17 年 11 月 1 日 
  至  平成 18 年 10 月 31 日 

    

    

前期では営業外収益の区分掲記しておりました「為

替差益」は、当期において営業外収益の 100 分の 10

を下回ったため、営業外収益の「その他」に含めて

表示しております。 

    なお、当期の「為替差益」の金額は 1,115 千円であ

ります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第 37 期 

（平成 17 年 10 月 31 日現在） 

第 38 期 

（平成 18 年 10 月 31 日現在） 

※1.関係会社に係る注記             ※1.関係会社に係る注記             

    区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次の通りです。   

    区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次の通りです。   

 受 取 手 形 140,635 千円   受 取 手 形 132,309 千円  

 売 掛 金 41,401 千円   売 掛 金 35,410 千円  

  

※2.会社が発行する株式の総数 26,400 千株  ※2.     

   発行済株式の総数 7,200 千株     

  

※3.自己株式の保有数 ※3. 

  普通株式 322,452 株       

  

4.受取手形割引高 3,681 千円  4.  

      

※5.配当制限 ※5. 

商法施行規則第 124 条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産は

40,374 千円であります。 

    

 

（損益計算書関係） 

第 37 期 
  自  平成 16 年 11 月 1 日 
  至  平成 17 年 10 月 31 日 

第 38 期 
  自  平成 17 年 11 月 1 日 
  至  平成 18 年 10 月 31 日 

※1.他勘定受入高の内訳は、次の通りであります。 ※1.他勘定受入高の内訳は、次の通りであります。

  

 当期製品製造原価のうち原材料仕入高 57,380 千円   当期製品製造原価のうち原材料仕入高 68,626 千円  

 製造原価の労務費及び経費 39,470 千円   製造原価の労務費及び経費 41,740 千円  

 計  96,850 千円   計 110,366 千円  

  

※2.研究開発費の総額 ※2.研究開発費の総額 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費    92,487 千円 発費    63,268 千円  

  

※3.  ※3. 固定資産売却益の内訳は次の通りであります。

     機  械  装  置   13 千円  

  

※4.固定資産除却損の内訳は、次の通りであります。 ※4.固定資産除却損の内訳は、次の通りであります。

 機  械  装  置   505 千円   建 物   1,458 千円  

 車 輌 運 搬 具   279 千円   機  械  装  置   1,010 千円  

 工具 器具 備品   634 千円   車 輌 運 搬 具   86 千円  

 電 話 加 入 権   391 千円   工具 器具 備品   890 千円  

 計  1,811 千円   計  3,446 千円  

  

※5.固定資産売却損の内訳は、次の通りであります。 ※5.  

 機  械  装  置 371 千円      

 車 輌 運 搬 具  50 千円      

 計 421 千円      
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（株主資本等変動計算書関係） 

 第 38 期（自 平成 17 年 11 月１日 至 平成 18 年 10 月 31 日） 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株   式   数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株   式   数 

普通株式（株） 322,452 79,028 ― 401,480

  （変動事由の概要） 

    増加数の内訳は、次の通りであります。 

     単元未満株式の買取による増加        2,028 株 

        市場買受けによる買取による増加     77,000 株 

 

（リース取引関係） 

第     37     期 

自  平成 16 年 11 月 1 日 

至  平成 17 年 10 月 31 日 

第     38     期 

自  平成 17 年 11 月 1 日 

至  平成 18 年 10 月 31 日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンスリース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンスリース取引 

  

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

   相当額及び期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

   相当額及び期末残高相当額 

 機械装置     機械装置 
 

 
 

取得価額 

相 当 額 

千円 

 

107,255 

 

 

取得価額 

相 当 額 

 

 

千円 

 

107,255 

 

 

 
減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

千円 

74,036 
 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

 
千円 

89,359 
 

期末残高 

相 当 額 

 

千円 

33,219 
 

期末残高 

相 当 額 
 

千円 

17,896 
 

  

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 以 内 15,782 千円  １ 年 以 内 11,970 千円  

 １ 年 超 18,703 千円  １ 年 超  6,732 千円  

 合 計 34,485 千円  合 計 18,703 千円  

  

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

   相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

   相当額 

 支 払 リ ー ス 料 20,168 千円  支 払 リ ー ス 料 16,356 千円  

 減価償却費相当額 18,609 千円  減価償却費相当額 15,322 千円  

 支払利息相当額 1,004 千円  支払利息相当額   573 千円  

  

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と 

  する定額法によっております。 
同   左 

  

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額 

  の差額を利息相当額とし、各期への配分方法 

   については、利息法によっております。 

同   左 
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（有価証券関係） 

 第 37 期（平成 17 年 10 月 31 日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

  第 38 期（平成 18 年 10 月 31 日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（税効果会計関係） 

第 38 期（平成 18 年 10 月 31 日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

  ＜流動の部＞ 

  繰延税金資産 

   賞 与 引 当 金 8,787 千円  

   未 払 事 業 税 7,114 千円  

   そ の 他 1,450 千円  

   繰 延 税 金 資 産 合 計 17,352 千円  

 ＜固定の部＞  

  繰延税金資産  

   役 員 退 職 慰 労 引 当 金 92,934 千円  

   有 価 証 券 評 価 損 2,723 千円  

   退 職 給 付 引 当 金 34,259 千円  

   一 括 償 却 資 産 1,579 千円  

   そ の 他   886 千円  

   繰 延 税 金 資 産 小 計 132,384 千円  

   評 価 性 引 当 額 △ 3,286 千円  

   繰 延 税 金 資 産 合 計 129,098 千円  

  繰延税金負債  

   そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △31,866 千円  

   特 別 償 却 準 備 金 △   240 千円  

   繰 延 税 金 負 債 合 計 △32,106 千円  

   繰 延 税 金 資 産 の 純 額  96,991 千円  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 39.7％  

  （調整） 

   交際費等永久に損金算入されない項目 3.8％  

   受取配当金等永久に益金算入されない項目 △0.1％  

   住 民 税 均 等 割 等 0.3％  

   そ の 他 1.8％  

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.5％  
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（１株当たり情報） 

第     37     期 

自  平成 16 年 11 月 1 日 

至  平成 17 年 10 月 31 日 

第     38     期 

自  平成 17 年 11 月 1 日 

至  平成 18 年 10 月 31 日 

１株当たり純資産額 539 円 87 銭 １株当たり純資産額 551 円 32 銭

１株当たり当期純利益 24 円 37 銭 １株当たり当期純利益 25 円 88 銭

 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益は、潜在

株式が存在していないため記載しておりません。

 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益は、潜在

株式が存在していないため記載しておりません。

(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

第     37     期 

自  平成 16 年 11 月 1 日 

至  平成 17 年 10 月 31 日 

第     38     期 

自  平成 17 年 11 月 1 日 

至  平成 18 年 10 月 31 日 

貸借対照表の純資産の部の
合計額 

― 千円 
貸借対照表の純資産の部の合
計額 

3,748,166 千円 

普通株式に係る純資産額 ― 千円 普通株式に係る純資産額 3,748,166 千円 

貸借対照表の純資産の部の
合計額と１株当たり純資産
額の算定に用いられた普通
株式に係る事業年度末の純
資産の額との差額の内訳 

― 千円 

貸借対照表の純資産の部の合
計額と１株当たり純資産額の
算定に用いられた普通株式に
係る事業年度末の純資産の額
との差額の内訳 

― 千円 

普通株式の発行済株式数 ― 株   普通株式の発行済株式数 7,200,000 株   

普通株式の自己株式数 ― 株   普通株式の自己株式数 401,480 株   

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式数 

― 株   
１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式数 

6,798,520 株   

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

第     37     期 

自  平成 16 年 11 月 1 日 

至  平成 17 年 10 月 31 日 

第     38     期 

自  平成 17 年 11 月 1 日 

至  平成 18 年 10 月 31 日 

当期純利益 182,809 千円 当期純利益 176,666 千円 
普通株主に帰属しない金額 14,900 千円 普通株主に帰属しない金額 ― 千円 
（利益処分による役員賞与金） （14,900 千円） （利益処分による役員賞与金） （― 千円）
普通株式に係る当期純利益 167,909 千円 普通株式に係る当期純利益 176,666 千円 
普通株式の期中平均株式数 6,889,654 株   普通株式の期中平均株式数 6,824,664 株   

 

２．役員の移動 

（１）代表者の移動 

該当事項はありません。 

 

（２）その他の役員の移動（平成 19 年１月 30 日付予定） 

    退任予定取締役 

     取 締 役 干場 哲郎（現 総合コントロール部長） 

新任監査役候補 

     非常勤監査役 清水 邦弘（現 株式会社清水新太郎商店 代表取締役） 

    （注）新任監査役候補者 清水邦弘氏は、会社法第２条第 16 号に定める社外監査役であります。 

 

                                                                          以    上 


